
新型インフルエンザ専門家会議委員の

見直し意見を反映させた場合の

行動計画のイメージ (案 )

【見え消し版】

※注 行動計画の見直しは、最終的には閣僚級会合において決定するもので
あり、専門家会議の意見の全てが反映されるものではない。
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具体的な対策の現場となる地方自治体においては、行動計画等を参考に、地域

の実情に応じた計画を策定することが求められる。また、事業者、個人におい

ても、新型インフルエンザ発生時に適切に対応するため、行動計画等を踏まえ、

事前の準備を進めることが望まれる。

新型インフルエンザは、毎年流行を繰り返す通常のインフルエンザとは異な

り、|ま とんどの人がウイルスに対する免疫を持つていないため、急速かつ大規

新型インフルエンザの発生を阻止することは不可能であり、発生時期を正確

に予矢目することも困難である。また、発生した場合には、交通手段の発達した

I見代では、非常に悔期FBRで世界的大流行となる可能1生が高いことを踏まえると
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〇インフルエンザ

インフルエンザウイルスを病原体とする人の感染症で、主に発熱、咳、全

身倦怠感・筋肉痛などの症状を引き起こす。これらの症状は非特異的なもの

であり、他の呼吸器感染症等と見分けることが難しい。また、軽症の場合も

あれば、重症化して肺炎、脳炎等を引き起こす場合もあり、その臨床像は多

様であるし

インフルエンザウイルスに感染してからfiE状が出るまでの期間 (潜伏期間)

は、通常のインフルエンザであれば 1～ 5日 である。インフルエンザウイル

スに感染しても症状を引き起こさず、インフルエンザという感染症を発症じ

ないこともある (不顕性感染)し

インフルエンザウイルスの主な感染経路は、飛沫感染と接触感染であり、

潜伏期間中や不顕性感染で、感染した人に症状がなくても、他の人への感染

はあり得る。

○新型インフルエンザ

イルスを病原体とするインフルエンザをいう。毎年流行を繰り返す通常のイ

ンフルエンザとは異なり、ほとんどの人が新型インフルエンザのウイルスに

対する象疫を持っていないため、ウイノレスが人から人、効率よく感染し、急

速かつ大規模なまん延を]lき起こし、世界的本流行 (バンデミツク)となる
おそれがある。

本行動計霞にお|する噺型インフルエンゾJlよ、「感染症のT伸及び感染
痙の患者に対する医療|「関する法律1(平成 10年 ,ム律第 114号)似下 i感
染症,ム Jと いう。)1■基づく新型インフルエンザ等感染症1を 1旨すものとし、

かつて世界的規模で流
`iし

たインフルエンブであつてその後流行すること

なく長期間が経過したものが再興した 1再興型インフルエンブJを含むt
のとする。

1感
染症法において、新型インフルエンザ及び再興型インフルエンザは新型インフルエ

ンザ等感染症とされている
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Q鳥イン7ルエンブ (軍 5Nl)
鳥に対して感染鷺を示す景ONl工禦のインフルエンザウイルスを病鷹体

とする人の感染症子で,近年東南アジアを申心にアジア、申東、アフリカで症

拠が幸l豊され■し、登工29∞ 年11月γ2019年 19月 発癖煮撃 097名、兄‡
塾 ■02名 )。輩時点で|よ鳥から人全の感染や人から人介の感染1ま、濃厚に

巌触した盪食1■限二れているが二鳥インフルエンザ (HOヽ1)のウイルスが
ム盆五人全効圭基_く鷺恐する熊力を獲得し、]象い病鷹性を示す新型インフル

ニ之サウエルふL変里し上場合111よ 、̂鶴ムな鷺康被害と深刻鷹社会 l経済活
動への影艶 もたら立ことが懸念されていん,

0イ ンフルエンザ (HlNl)2009
2009 Lm 21年 )4■にメ1圭ツコ【発基じ確1認され世界的人流行とな
つたHINl重型ΩインフルエンJをいうq

2感染症法において、鳥インフエンす (H5Nl)は 二類感染症とされている

〃ノ 左慶

皿_背景

新型インフルエンザは、

およそ

10年から40年の周期で発生している。

催暴裸暮碁暮枠辱伴与機黎眸影響碁与碁与■尋暮が懸余寺轟尋いみ守20世紀

では、1918年 (大正 7年 )に発生したスペインインフルエンザの大流行が最
大で、世界中で約 4千万人が死亡したと推定されており、我が国でも約 39万

人が死亡したとされている。また、1957年 (昭和 32年 )にはアジアインフル

エンザ、1968年 (昭和 43年 )には香港インフルエンザがそれぞれ発生美嘉待

しており、医療提供機能の低下をはじめ、社会機能や経済活動における様々な

混乱が記録されている。

近年、東南アジアなどを中心に鳥の間で高病原性の鳥インフルエンザ (H5Nl)

が流行しており、このインフルエンザウイルスが人に感染し、死亡する例も報

告されている。

このような鳥インフルエン

ザ (‖,Nl)の ウイルスが変異することによりt人から人へ効率よく感染する

能力を獲得して強い病原性を示す新型インフルiンザが発生することが懸念
されている            。

このため、我が国では、2005年 (平成 17年 )12月 、新型インフルエンザ

対策を迅速かつ確実に講じるため、「WHO Globallnluenza Preparedness Plan

(世界保健機関響其0世界インフルエンザ事前対策計画)e」 に準じて、「新型
インフルエンザ対策行動計画」を策定した。

その後、科学的知見の蓄積を踏まえ、数次にわたり部分的な改定を行つてき

た。著畢¥澤実摩みがす2008年 (平成 20年 )4月 、第 169回 国会において、「感
染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び検疫法の一部を

改正する法律 (平成 20年法律第 30号 )」 が成立し、基際井築与暮新型インフ

32009年
に2005年の文書に替わるものとして「A WHO Gttdance Document Pandemic

lnluenza Preparedness and RespOnse(WHOガ イダンス文書 :バ ンデミックインフル
エンザ事前対策及び対応)Jが発行されている
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ルエンザ対策の強化が図られたことを彙1■、2pp9年 鮮成21年)2月デキ畢〒
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墜_流行規模及び被害の想定

新型インフルエンザの流行規模は、病原体側の要因 (出現した新型インフル

エンザウイルスの病原性や感染力等)や宿主側の要因 (人の免疫の状態、社会
環境等)な ど多くの要素等に左右されるものであり、様々な場含が想定される

が、暮時慕碁その轟得繰模喜完会毎手糾率る碁寺基難寺■事〒本行動計画では

ヽ

轟纂尋一つの例として以下の推計を基慕碁嘉寿健纂挨暮暑用墜
―

た。

罹患率については、全人口の 25%が新型インフルエンザに罹患すると想定
した。。さらに、米国疾病予防管理センター (Centers for Dに ease Control and

Prevenlo時 尋ギト馴罐幹α墓を基峯咤島)により示された推計モデル餞暑響狭燿→

を用いて、医療機関を受診する患者数は、約

1,300万 人～約 2,500万人 (中間値約 1,700万人)になると推計した。

入院者数及び死亡者数については、この推計の上限値である約 2,500万 人を

基に、過去に世界で流行したインフルエンザのデータを使用し、アジアインフ

ルエンザ等を中等度 (致死率 053%)、 スペインインフルエンザを重度 (致死

率 20%)と して、新型インフルエンザの病原性が中等度の場合と重度の場合
の数の上限を推計した。

中等度の場合では、入院患者数の上限は約 53万人、死亡者数の上限は約 17

万人となり、重度の場合では、入院患者数の上限は約 200万人、死亡者数の上

限は約 64万人となつた。なお、これらの推計においては、新型インフルエン

ザワクチンや抗インフルエンザウイルス薬等による介入の影響 (効果 )、 現在

の我が国の衛生状況等については考慮されていないことに留意する必要があ

る。

一また、全人口の 25%が罹患し、流行が各地域で約 8週間続くという仮定
の下での入院患者の発生分布の試算を行つたところ、中等度の場合、1日 当た

笙i量ユニ理 ツパインフルエンザ会議の勧告に基づく
FltlAid 2 0 著聟野Melt2erム  (2000年  `平

"Ll,生
),
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りの最大入院患者数は
'10万
4千人 (流行発生から5週目)と 推計され、重度

の場合、1日 当たりの最大入院患者数は増加すると推計された。

一社会。経済的な影響としては、流行のピークが異なることから地域差や業

態による差があるものの、全国的に、従業員本人の罹患や家族の罹患等により、

従業員の最大 40%程度が欠勤することが想定されるとともに、不要不暮の一

皿Q事業の休上、物資の不足、物流の停滞等が予想され、経済活動が大幅に縮
小する可能性がある。また、国民年活においては、学校、す保育施設等の臨時

休業、集会のキ墓〒井豊の自粛等社会活動が縮小するほか、食料品・生活必需

品等半墓報露輩酬瀑姿が不足するおそれもあり、あらゆる場面で様々な影響が出

ることが予想される。

1              奎 産 ユ
iどり基lil
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「 対策ア)2F'六 //′ /

新型インフ

ルエンザウイルスの病原性・感染力等が高い場合には、健康被害は甚大とな生

畢〒また、保健・医療の分艶だけでなく社会全体に影響が及び、社会・経済重

動の縮小・停滞の攘纏が危1具 される。

このような新型インフルエンザ1二よう影

響をできるだ11騒減するため、我が国としては、新型インフルエンザ対策を国

家の危機管理に関わる重要な課題と位置付け、次の 2点 を主たる目的として対

策を講じていく。

1 感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最小限にとどめる。
2 社会 ・経済活動ヘ ′卜38に とどめ

新型インフルエンザが発生する前の段階では暮事暮発基寺尋■与■扶繰尋

あ畢、対策についても不確定要素が大きい。過去のインフルエンザのパンデミ

ックの経験等を踏まえると、一つの対策に偏重して準備を行うことは、大きな

リスクを背負うことになりかねない。そこで、我が国においては、鍵来の科学

的知見に基づき、根拠暴ぞ各畢の丼薬尋親響■異慕幕が与守我が国の地理的な

条{牛、大者椰市への人口集中や交通機関の発達度等の社会状況条副辮騨織鍵婆 、

医療体制、受診行動の特4敦等の国民性も考慮しつつ、各国の対策も視野に入れ



「 霧 のコン●ケ′′

ながら、各種対策を総合的・効果的に組み合わせてバランスのとれた戦略を目

指すこととする。

総食的な惑略とするため、具体的に1よ以下を墨本方針とする。

> 国だ1■でなく地方自治体、筆業者、1口人それぞれが新型インフルエンジ
に備えた必要土分な準備を実施することにより、対策の重層

`じ

を図るこ

ととする。【封策推進のための役豊1分 18】

> 複数の分野の対象を組桑全わ世【案施することで、対策の象函1ヒを図る9
工丘動量亘0■露ユ項目1_

①実施体制
②ユIベイランス1情報1又集
③コミュニケIシヨン
④感染拡本抑詢l
⑤医療
⑥7クテン
⑦社会 1経済機能の維持

> 新型インフルエンザの発生前から、行動計画の策定や、実施体制構築、
人材育成、副1練、普及啓発等の議前準備を周到11行い、発生時に!よ、T
連の流れをもって各段階の状滉1■応じた適,な対策を議じることとし、

対策0時間的連続性を確立する。(発生段階)

主たる目的を達成するための戦略は以下のとおりである。

> 1主たる目的 1卜 感染拡大を可能な限り抑制し:健康被害を最小lllに とど

める。

・感染拡大を抑えて、流行のビニクをなるべく後ろにずらし、医療提

供体制の整備やワクチン製造のための時間を確保する。
,流行のピーク時の規模をなるべく小さくし、入院患者や重症患者の

数をなるべく少なくして医療体制への負荷を軽減するとともに、医

れるようにする。
,摘切な医療の提供により、重症者を減らす。

:社会・経済活動への影響を最小限にとどめる。

-10‐

「  ■策 〆,基本 うヽ

l地域での感染拡大lr9却1策 l― より、欠動者の数を減らす。

1事業継続計画の実施等1,よ り、国民の生活を維持するために必要な

社会・経済機能の維持に努める。




